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３ 青森県消費生活基本計画関連施策

１ 安全で安心な暮らし

（１）安全で安心な消費生活の確保

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

商品・サービス １ 消費生活用製品の危害 消費生活用製品安全法に基づき、特定製 県民生活文

の安全性確保 防止に係る調査等 品に係る技術基準適合マークの表示義務 化課

や特定保守製品に係る表示義務・説明義

務等に関して、販売事業者に対する調査

等を実施し、消費者の生命・身体に対す

る危害の防止を図る。

２ 電気用品販売事業者へ 電気用品安全法に基づき、電気用品販売 消防保安課

の立入検査等 事業者に対し、立入検査等を行い、電気

用品による事故の未然防止を図る。

３ ガス用品販売事業者へ ガス事業法に基づき、同法で指定された 消防保安課

の立入検査等 ガス用品について、販売事業者への立入

検査等を実施するなどにより、事故の未

然防止を図る。

４ 液化石油ガス販売事業 液化石油ガス（ＬＰガス）販売事業者に 消防保安課

者への立入検査等 対し、必要に応じて立入検査等を実施し、

液化石油ガスによる災害を防止するとと

もに取引の適正を確保する。

５ 建築物等の安全対策 市町村が実施する耐震診断や耐震改修の 建築住宅課

事業を支援し、昭和56年以前に建築され

た木造住宅の耐震化を促進する。

６ 住宅の品質確保の促進 住宅の品質確保の促進等に関する法律に 建築住宅課

基づき、住宅性能表示基準による性能比

較の情報提供や優遇措置による性能向上

の誘導等により品質確保の促進を図る。

７ 医薬品等販売施設の監 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び 医療薬務課

視指導 安全性の確保等に関する法律に基づき、

医薬品や医薬部外品、化粧品、医療機器

の品質、安全性、有効性の確保のため、

薬局等の監視指導を行う。

８ 家庭用品の試買検査 有害物質を含有する家庭用品の規制に関 保健衛生課

する法律に基づき、一般に流通している

対象家庭用品の試買検査を実施し、県民

の健康被害の発生を未然に防止する。

９ 生活衛生施設の監視指 生活衛生営業施設（理容所、美容所、ク 保健衛生課

導 リーニング、公衆浴場、旅館・ホテル、

興行場）について、衛生基準の維持確保

のため、監視指導を行う。

10 介護保険事業所等の実 介護保険法に基づき、介護保険事業所等 高齢福祉保

地指導 の実地指導を実施する。 険課

食品の安全性確 11 食品関係営業施設等の 食品衛生法に基づき、食品関係営業施設 保健衛生課

保 監視指導 等の立入調査を実施し、食品の衛生的な

取扱いや施設設備の衛生管理等につい

て、監視指導を行う。
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施策の方向 番号 施策 内容 担当課

食品の安全性確 12 食品・食品添加物試験 食品衛生法に基づき、県内で製造、流通、保健衛生課

保 検査 販売されている食品について、食品添加

物や残留農薬等の検査を実施し、安全な

食品の流通・販売を確保する。

13 食中毒防止対策 食中毒等の健康被害が発生した場合、直 保健衛生課

ちに調査を実施し、発生原因の究明に努

めるとともに、施設の改善指示や営業停

止等の必要な措置を講じ、被害の拡大防

止及び再発防止を図る。

14 食の安全・安心確保に 食の安全性や信頼の確保に向け、対策本 食の安全・

向けた対策の推進 部会議を設置し関係団体と連携した総合 安心推進課

的な対策を推進する。

15 農薬の適正使用の推進 農薬の適正使用を進め、安全で安心な農 食の安全・

産物の生産を推進する。 安心推進課

16 米トレーサビリティ法 米穀等の取引等に係る情報の記録及び産 食の安全・

に基づく米穀等の流通 地情報の伝達に関する法律（米トレーサ 安心推進課

適正化 ビリティ法）に基づき、米穀等の適正流

通、適正表示の普及を図り、米穀等の適

正な流通を推進する。

17 食糧法に基づく米穀の 食糧法に基づき、対象米穀事業者に対す 農産園芸課

適正流通の監視業務 る周知や立入検査等を実施し、用途限定

米穀（飼料用米、米粉用米等）及び食用

不適米穀の適正流通を確保する。

18 県産農林水産物の放射 県産農林水産物の安全性や消費者等の信 食の安全・

性物質モニタリング調 頼を確保するため、放射性物質の測定を 安心推進課

査 実施する。 林政課

19 環境放射線対策の推進 県内原子力施設からの影響を把握するた 原子力安全

め、県内の農産物・畜産物・水産物など 対策課

の環境試料中の放射能について調査し、

結果を公表する。

20 食品表示法に基づく食 食品表示法に基づく食品の品質事項（原 食の安全・

品表示の適正化 産地・原材料名等）に関する表示基準の 安心推進課

周知徹底を図り、食品表示の適正化を推

進する。

21 食品表示法及び食品衛 食品表示法及び食品衛生法に基づき、ア 保健衛生課

生法に基づく食品表示 レルギー物質、食品添加物、期限の設定

の監視指導 等の食品表示について監視指導を行う。

22 食品表示法及び健康増 食品表示法（保健事項）及び健康増進法 がん・生活

進法に基づく食品表示 に基づく食品の表示制度の周知を図り、 習慣病対策

の適正化 健康被害を未然に防ぐために「著しく事 課

実に相違する」又は「著しく誤認させる

ようにする」食品の表示（広告）につい

て、適正化の推進にむけた助言・指導を

行う。

消費者事故等へ 23 消費者事故等の情報提 消費者安全法に基づき、消費者事故等の 県民生活文

の的確な対応 供 情報を消費者庁に速やかに伝達するとと 化課

もに、県民に対して適時に情報提供を行 消費生活セ

う。 ンター
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（２）公平・公正な消費生活環境の確保

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

商品・サービス 24 不当景品類、不当表示 不当景品類及び不当表示防止法に基づ 県民生活文

の表示や規格等 の防止 き、法令違反の疑いのある又は違法な景 化課

の適正化 品の提供や表示を行った事業者に対して

は、行政処分や行政指導を行う。

25 家庭用品の品質表示に 家庭用品品質表示法に基づき、同法で定 県民生活文

係る調査 める家庭用品の品質に関する表示事項等 化課

について、販売店等の調査を実施し、監

視指導を行う。

26 製造物責任法に関する 製造物責任法（ＰＬ法）の円滑な施行を 県民生活文

適正化の推進 図るため、法の周知及び情報提供を行う。化課

取引における適 27 ゴルフ場等に係る会員 ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関 県民生活文

正な事業活動の 契約の適正化の推進 する法律に基づき、不当事業者に対する 化課

促進 立入検査等を行う。

28 貸金業者の指導監督 貸金業法に基づき、貸金業者の業務運営 商工政策課

の適正化と、資金需要者の利益の保護を

図るため、貸金業者に対する指導監督を

行う。

29 旅行業者の指導監督 旅行業法に基づき、旅行業等を営む者の 観光企画課

業務運営の適正化と、旅行業務に関する

取引の公正の維持、旅行の安全の確保及

び旅行者の利便の増進を図るため、旅行

業者に対する指導監督を行う。

30 建設工事紛争審査会の 建設工事の請負契約に関する紛争につい 監理課

運営 て、簡易な手続きにより迅速かつ専門的

な解決を図るため、建設業法に基づいて

設置されている青森県建設工事紛争審査

会を運営する。

31 宅地建物取引業者の指 宅地建物取引業法に基づき、宅地建物取 建築住宅課

導監督等 引の公正を確保するため、当該事業者の

指導監督を行う。

32 住宅の保険や保証制度 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に 建築住宅課

の活用 関する法律に基づく住宅瑕疵担保責任保

険等の加入や業者倒産などにより、工事

が中断した場合に発注者の負担を最小限

に抑える住宅完成保証制度の活用を促進

し、建主等の利益を保護し適正かつ確実

な住宅供給を図る。

33 割賦販売事業者の指導 割賦販売法に基づき、割賦販売等に係る 商工政策課

監督 取引について、信販会社の加盟店調査義

務違反又は不適正な与信契約がないよう

指導監督を行う。

34 温泉の適正利用の確保 温泉利用施設への立入調査・指導を通じ 自然保護課

て、温泉成分等の適正な掲示など温泉の

適正利用を確保する。

35 商品量目立入検査 計量法に基づき、食料品を販売している 商工政策課

店舗で商品の内容量の検査を行い、適正

な計量の実施を確保する。
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施策の方向 番号 施策 内容 担当課

取引における適 36 介護保険事業支援計画 市町村が策定する介護保険事業計画に関 高齢福祉保

正な事業活動の の策定と実施 する県全体の方向性を示すとともに、介 険課

促進 護保険給付等対象サービスの量等を定

め、介護保険事業に係る円滑な実施を図

る。

取引上不利な立 37 判断能力が十分ではな 判断能力が十分ではない高齢者や障害者 県民生活文

場に立ちやすい い高齢者や障害者等を 等の地域生活における安全・安心を確保 化課

者への支援 対象とした消費者啓発 するための消費者啓発事業を実施する。

の実施

38 障害者110番運営事業 障害者の日常生活全般に係る相談に対応 障害福祉課

するため常設窓口の設置運営を行う。

39 高齢者や障害者等の成 判断能力が十分でない高齢者や障害者等 高齢福祉保

年後見制度利用促進 の成年後見制度利用促進に向けて、市町 険課

村職員や専門職等による協議会開催や、

市町村職員や地域包括支援センターに対

する研修等を実施する。

地域における見 40 消費生活相談窓口ネッ 高齢者など、取引上不利な立場に立ちや 県民生活文

守り活動の充実 トワークへの支援 すい消費者の被害の未然防止等に向け、 化課

・強化 地域における見守りの仕組みとして市町

村が構築する消費生活相談窓口紹介ネッ

トワークの活動を支援する。

（３）消費者被害の未然防止と救済

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

効果的な啓発活 41 消費生活に関する情報 ホームページや広報誌、パンフレット等 県民生活文

動の展開と迅速 の提供 を活用し、適時的確な情報提供を行うと 化課

かつ的確な情報 ともに、必要に応じ、テレビ・ラジオの 消費生活セ

提供 情報番組やＣＭ、新聞広告制作等による ンター

効果的な啓発活動を展開する。

42 全国消費生活情報ネッ 国民生活センターと回線で結ばれている 消費生活セ

トワークシステムの活 全国消費生活情報ネットワークシステム ンター

用 （PIO-NET）を活用し、消費者被害の未

然防止、救済を図る。

悪質な事業者に 43 特定商取引適正化の推 特定商取引に関する法律に基づき、訪問 県民生活文

対する監視・指 進 販売、連鎖販売取引、特定継続的役務提 化課

導の強化 供、業務提供誘引販売取引等の取引にお

いて、悪質な事業者に対しては、立入検

査等を行い、行政処分や行政指導を行う。

44 不当な取引行為に対す 条例に基づき、事業者の不当取引行為の 県民生活文

る調査指導 情報を把握し、当該事業者に対する監視 化課

・指導を行う。

消費生活苦情相 45 消費生活相談の実施 消費生活センターにおいて、事業者等に 消費生活セ

談体制の充実・ 対する県民からの消費生活に関する相談 ンター

強化 に対応し、問題解決のため相談員による

専門的助言等を行う。

46 消費生活センターの機 消費生活センターの周知を図るととも 県民生活文

能強化 に、業務に必要な機材・事務用機器、執 化課

務参考図書等を整備し、消費生活センタ

ーの機能強化を図る。
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施策の方向 番号 施策 内容 担当課

消費生活苦情相 47 消費生活相談員等の資 消費生活相談員等のレベルアップを図る 消費生活セ

談体制の充実・ 質向上 ための研修への参加を支援する。 ンター

強化 48 事例検討会の開催 弁護士を講師に、月１回県・市町村消費 消費生活セ

者行政担当職員と共に相談事例の検討会 ンター

を開催する。

49 商品テストの実施 商品の品質、安全などを確認するため、 消費生活セ

商品テストを実施し、消費者の利益の擁 ンター

護及び消費生活の安全の確保に努める。

50 苦情処理委員会の運営 県民生活に著しく影響を及ぼし、または 県民生活文

そのおそれのある消費者と事業者との紛 化課

争を公正かつ迅速に解決するため、苦情

処理委員会を設置し、その活用を図る。

51 多重債務者対策の推進 関係機関・団体と連携し、多重債務問題 県民生活文

に係る相談体制の強化とセーフティネッ 化課

ト貸付の充実・強化を図る。

専門家や裁判外 52 弁護士等の専門家との 弁護士、一級建築士等の専門的知識を有 消費生活セ

紛争解決機関等 連携 する者と連携し、高度で専門的な消費生 ンター

との連携 活相談への対応力を強化する。

53 消費者トラブル防止ネ 県弁護士会、県司法書士会などの関係機 消費生活セ

ットワーク会議の開催 関・団体等と連携し、消費者被害の未然 ンター

防止と救済のための情報交換や検討会を

開催する。

54 国民生活センター等と 必要に応じて、国民生活センターの紛争 消費生活セ

の連携 解決委員会によるＡＤＲ（裁判外紛争解 ンター

決手続）や金融ＡＤＲ制度など適切な機

関を紹介する。

55 住宅リフォーム相談の 市町村及び地域県民局に設置している住 建築住宅課

実施 宅リフォーム相談窓口で常時相談を受付

け、必要に応じて住まいるダイヤル（（公

財）住宅リフォーム・紛争処理支援セン

ター）等の専門家相談や見積チェック制

度の紹介等により相談体制の充実を図

る。

56 生活と健康をつなぐ法 自殺防止対策として、多重債務や遺産相 障害福祉課

律相談の実施 続等の県民が抱えている法律的な問題の

解決に向け、弁護士や司法書士による無

料法律相談を実施する。

地域における見 57 消費生活相談窓口ネッ 高齢者など、取引上不利な立場に立ちや 県民生活文

守り活動の充実 トワークへの支援（再 すい消費者の被害の未然防止等に向け、 化課

・強化（再掲） 掲） 地域における見守りの仕組みとして市町

村が構築する消費生活相談窓口紹介ネッ

トワークの活動を支援する。

（４）生活関連物資の安定供給

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

生活関連物資の 58 生活関連物資の価格調 生活関連物資の価格の安定のため、生活 県民生活文

安定供給 査等 関連物資の便乗値上げ等に関する相談を 化課

受け付け、必要に応じて価格調査等を行 消費生活セ

うとともに、不適正な事業活動の是正に ンター

努める。
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施策の方向 番号 施策 内容 担当課

生活関連物資の 59 市場対策費 生鮮食料品の安定的供給を確保するた 総合販売戦

安定供給 め、卸売市場の適正かつ健全な運営を維 略課

持する。

物価情報の提供 60 物価情報の提供 消費者の関心が高い灯油やガソリン、生 県民生活文

活関連物資の価格を調査し、その結果を 化課

公表する。 消費生活セ

ンター

緊急時対策の推 61 緊急時における生活物 災害等の緊急時においては、関係部局が 県民生活文

進 資等の確保 連携し、関係機関とも協力・連携して、 化課

食料や燃料、医薬品など生活に密接な物 健康福祉政

資の確保と安定供給に努める。 策課

商工政策課

防災危機管

理課

２ 消費者の自立

（１）消費者教育の推進

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

ライフステージ 62 様々な年齢層・場にお 消費者講座（センターでの随時の講座開 県民生活文

や場の特性に応 ける消費者教育の推進 催、各種団体へ出向いての講義）や消費 化課

じた消費者教育 生活大学講座（消費者問題への系統的学 消費生活セ

の推進 習会）を実施し、消費者に対する有用な ンター

情報や教育機会を提供する。

63 学校における消費者教 学校における消費者教育を推進するた 県民生活文

育の推進 め、中学校や高等学校、大学等における 化課

モデル授業の実施などによる効果的な手

法の検討を行う。

64 職域における消費者教 職域における消費者教育推進のため、従 県民生活文

育の推進 業員研修等への消費者教育導入を働きか 化課

ける。

消費者教育推進 65 教員向けセミナー開催 学校における消費者教育の担い手となる 県民生活文

に向けた人財 による学校における消 教員に向けた研修会を開催し、資質向上 化課

（担い手）育成 費者教育推進に向けた を図る。

人財育成

66 職域での消費者教育推 様々な場における消費者教育推進のた 県民生活文

進に向けた情報発信力 め、担い手の発掘、教育の場づくり等を 化課

の強化 行う。

消費者の自主的 67 消費生活サポーター研 県内の消費者被害の実態を踏まえ、県内 消費生活セ

学習の場の提供 修会の開催 各地において研修会を開催し、消費生活 ンター

センターと地域住民をつなぐパイプ役と

して各地域で活躍できる消費生活サポー

ターを育成する。

68 展示事業の実施 県民福祉プラザ２階に消費生活に関する 消費生活セ

情報コーナーとして、情報検索、ビデオ ンター

ライブラリー、図書閲覧、展示などのコ

ーナーを設け、消費者への情報提供の充

実を図るとともに、パネルやビデオの貸

し出しを行う。
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施策の方向 番号 施策 内容 担当課

市町村及び金融 69 生活設計相談・金融教 市町村や青森県金融広報委員会等と連携 県民生活文

教育等関連する 育の普及 し、生活設計相談への対応や金銭教育の 化課

教育との連携の 普及に努める。

推進と環境整備

（２）消費者への情報提供の充実

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

効果的な啓発活 70 消費生活に関する情報 ホームページや広報誌、パンフレット等 県民生活文

動の展開と迅速 の提供（再掲） を活用し、適時的確な情報提供を行うと 化課

かつ的確な情報 ともに、必要に応じ、テレビ・ラジオの 消費生活セ

提供（再掲） 情報番組やＣＭ、新聞広告制作等による ンター

効果的な啓発活動を展開する。

71 全国消費生活情報ネッ 国民生活センターと回線で結ばれている 消費生活セ

トワークシステムの活 全国消費生活情報ネットワークシステム ンター

用（再掲） （PIO-NET）を活用し、消費者被害の未

然防止、救済を図る。

情報収集・提供 72 消費生活情報誌の発行 消費者トラブルの未然防止のための啓発 消費生活セ

機能の充実 や消費者関係法令等の改正その他消費生 ンター

活に関する情報を掲載した消費生活情報

誌「消費者情報あおもり」を発行する。

73 啓発資料の作成・配布 高齢者・若者向けの悪質商法防止対策リ 県民生活文

ーフレット等を適宜作成し、配布する。 化課

消費生活セ

ンター

74 食品衛生知識の普及 食品衛生に関する知識について、情報媒 保健衛生課

体を活用した効果的な情報提供を行う。

75 地価安定啓発普及に関 地価に関する県民の関心を高め、適正な 監理課

する事業 地価の形成に寄与するため、地価調査を

行い、県ホームページにより、その結果

を公表する。

76 介護サービス情報の公 厚生労働省の介護サービス情報公表シス 高齢福祉保

表 テムにより、介護保険事業所等に関する 険課

情報を提供する。

77 指定障害福祉サービス 県庁ホームページにより、県が指定した 障害福祉課

事業者の情報提供 障害福祉サービス提供事業者に関する情

報を提供する。

78 すまいアップアドバイ 青森県住宅リフォーム推進協議会は、相 建築住宅課

ザーの派遣 談者の要望に応じて住宅の状況、耐震性、

家族構成などに応じた具体的なリフォー

ムや適切な維持管理について、経験豊か

な建築士や増改築相談員の資格を持つリ

フォームの専門家（すまいアップアドバ

イザー）を派遣する等により、良好な住

宅ストックの形成に寄与する適切な情報

提供を図る。

79 社会経済白書の作成 経済の現状と課題及び展望をまとめた 統計分析課

「青森県社会経済白書」を発行する。



- 8 -

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

情報収集・提供 80 県政情報の提供 ○毎戸配布紙「県民だよりあおもり」 広報広聴課

機能の充実 ○新聞紙面購入「広報あおもりけん」

○テレビ広報／ＲＡＢ「ＬＩＮＫ／青森

県」「大好き、青森県。」、 ＡＴＶ「み

んなの県庁！」 ＡＢＡ「メッセージ」

○ラジオ広報／ＲＡＢ「県広報タイム」

エフエム青森「あおもり・ふぁん」

○インターネット広報／県ホームペー

ジ、ツイッター「AomoriPref」、

「Aomorist」、Facebook「青森県広報広

聴課」

○その他 コンビニ等から県政情報の発

信

（３）消費者のネットワーク構築

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

消費者が参加し 81 消費生活ホームページ 消費者のネットワーク構築を推進するた 消費生活セ

やすいネットワ での情報提供 め、ホームページ上において活動に資す ンター

ークの構築 る情報の提供を行う。

消費者問題に関 82 学習広場の提供 消費者同士が自由に情報を交換し、学習 消費生活セ

する自主的活動 できる場所として、学習広場を提供する。ンター

への支援

消費者団体の交 83 消費生活協同組合の育 消費生活協同組合の健全な発展を図るた 県民生活文

流・連携の推進 成・指導 め、消費生活協同組合法に基づく検査等 化課

を通じて組合の育成・指導を行う。

84 消費者団体の啓発活動 地域において活動する消費者団体相互の 県民生活文

への支援 交流・連携を推進し、消費者団体が行う 化課

啓発活動を支援する。

85 ＮＰＯ活動の支援 消費者問題等に取り組むＮＰＯに対し、 県民生活文

必要な情報提供等を行うなど活動を支援 化課

する。

３ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の実現に向けた消費生活

（１）消費者に対する環境教育等の推進

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

環境教育・学習 86 環境教育・学習の機会 環境について考え、環境配慮の取組を実 環境政策課

の推進 の充実 践できる消費者育成のため、環境教育・ 環境保全課

学習の機会の充実を図る。

環境情報の提供 87 環境活動のネットワー 環境ＮＰＯや行政、事業者等が参加する 環境政策課

と環境活動のネ クづくりの推進 情報交換会などを開催するなどして、環 環境保全課

ットワークづく 境保全に関するネットワークづくりを推 農林水産政

りの促進 進する。 策課

食育の推進 88 食育の推進 食育基本法に基づき、食に関する知識と 食の安全・

食を選択する力を習得し、健全な食生活 安心推進課

を実践できる人を育てるため、体験活動 りんご果樹

の充実や情報提供等を行う。 課
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（２）環境に負荷の少ない消費行動の推進

施策の方向 番号 施策 内容 担当課

エシカル消費の 89 エシカル消費に関する エシカル消費の周知や消費行動の促進の 県民生活文

推進 情報提供 ため、ホームページや広報誌、パンフレ 化課

ット等を活用し、情報提供を行う。 消費生活セ

ンター

脱炭素型のライ 90 省エネ商品等の情報提 省エネ家電製品や高効率給湯器、省エネ 環境政策課

フスタイルの促 供 住宅、次世代自動車など、家庭生活にお

進 いて省資源・省エネルギー化に資する製

品やサービスに関する情報を総合的に提

供する。

91 もったいない・あおも 「もったいない・あおもり県民運動」を 環境政策課

り県民運動の推進 展開し、県民総参加による省エネルギー、

エコドライブ等地球温暖化防止に向けた

取組を推進する。

92 環境にやさしい農業の 有機農業、県特別栽培農産物、エコファ 食の安全・

拡大 ーマー等土づくりを行い、化学肥料、化 安心推進課

学合成農薬の使用を控えた、環境に負荷

の少ない農業による農産物の生産拡大を

図る。

93 県産材の地産地消の推 製造時のエネルギー消費が少なく、炭素 林政課

進 貯蔵効果の長期発揮が期待できる木材の

利用を促進するため、県産材の地産地消

に対する意識を高める普及啓発を実施す

る。

ごみ減量やリサ 94 もったいない・あおも 「もったいない・あおもり県民運動」を 環境政策課

イクルなど３Ｒ り県民運動の推進（再 展開し、県民総参加によるごみ減量やリ

の取組推進 掲） サイクルなど３Ｒ（リデュース（発生抑

制）、リユース（再使用）、リサイクル

（再生利用）の３つ）の取組を推進する。

また、家庭から出る生ごみの水切りの徹

底のための取組を推進する。

95 資源ごみの分別回収の 市町村と連携しながら家庭から出る紙 環境政策課

促進 類、衣類などの資源ごみ回収を促進する。

96 マイバック持参等の推 小売事業者等と協力し、マイバック持参 環境政策課

進 の呼びかけとレジ袋無料配布取り止め、

簡易包装の実施等の取組を推進する。

97 青森県リサイクル製品 青森県認定リサイクル製品の購入・使用 環境政策課

認定制度の運用 を推奨し、資源の循環的利用と廃棄物の

減量化を推進する。

98 稲わらの有効利用の促 稲わらの有効利用の促進と焼却防止を強 食の安全・

進及び焼却防止 化することにより、各地域が自主自立し 安心推進課

たわら焼きがゼロとなる「稲わらの有効

利用システム」を構築する。

食品ロス削減、 99 もったいない・あおも 「もったいない・あおもり県民運動」を 環境政策課

プラスチックご り県民運動の推進（再 展開し、県民総参加による食品ロス削減

み削減 掲） やプラスチックごみ削減のための取組を

推進する。

100 農業用使用済プラスチ 各市町村の適正処理推進協議会等が実施 食の安全・

ック適正処理の推進 する啓発活動等を支援し、農業者が排出 安心推進課

する農業用使用済プラスチックの適正処

理の徹底を図る。
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施策の方向 番号 施策 内容 担当課

消費者志向経営 101 消費者志向経営に関す 消費者志向経営の周知や取組推進のた 県民生活文

の普及・推進 る情報提供 め、事業者に対し、情報提供を行う。 化課

消費生活セ

ンター


